
令和４年度福島県水田収益力強化ビジョン（案） 

 

１地域の作物作付の現状、地域が抱える課題 

 

本県は、東北地方の一番南に位置し、全国３位の広大な面積を有し多様な地形や気候の

もと、それぞれの地域の自然条件を生かして、様々な特色ある作物を生産している。 

東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故の影響により一時大幅に落ち込んだ

農業産出額は、令和２年は前年から３０億円増額の総額２，１１６億円となっており、震

災前の約９０％にまで回復している。 

本県の農業産出額の３６％を占める米の令和３年の主食用作付面積は、飼料用米への大

幅な作付け転換により５４，７００ｈａと前年産を４，５００ｈａ下回る結果となった。 

水稲においては非主食用米における備蓄用米・飼料用米の作付けが約９割を占め、加工

用米および新市場開拓用米への取り組みが少ない状況にある。また水稲以外の麦・大豆・

高収益作物の作付けは全水稲作付面積の約３％を占めるに過ぎないのが現状である。 

人口減少とコロナ禍により加速している主食用米需要の急激な減少に対応するため、今

後とも生産者に対して主食用米の作付拡大は供給過剰による価格下落を招く懸念があるこ

とを十分に認識してもらうとともに、将来に向け中長期的に多様な水田農業を構築する必

要があることを伝えていくことが重要である。 

このため、当面は飼料用米を中心とした作付け転換に取り組むととともに、水稲におい

ては加工用米、新市場開拓用米、水稲以外では麦・大豆・そば・園芸作物等への転換を一

層促進し、自給率向上とも連動した需要に応じた水田農業の構築に取り組む必要がある。 

また、「６０ｋｇ当たり価格」から「１０ａ当たり収入」への生産者の意識転換をすす

め、水稲に限らず多収品種や多収穫栽培技術、低コスト栽培技術の導入を進めるほか、競

争力のある価格と十分な所得を確保することを目標に取り組みを進める必要がある。 

更に主食用米については事前契約を更に拡大し、本県産米需要の早期確保を実現し、安

定的な販売を確立することが不可欠である。 

担い手の状況は、認定農業者数が令和２年度末において７，１４６経営体と平成２８年度

から減少傾向にあるとともに、担い手への農地の集積率は令和２年度末で３７．５％と停

滞しており担い手の経営規模拡大は徐々に難しくなっている状況にある。 

今後は、地域における「人・農地プラン」の実質化を進め、新規参入も含めた多様な担

い手を確保し、耕作放棄地の拡大に歯止めをかける必要がある。 

 

２高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

 

（１）多様な水田農業の確立推進 

本県は、水田における転換作物として備蓄用米・飼料用米の取り組みに特化して 

いる現状にある。今後は地域農業再生協議会ごとに地域の実態に応じた振興品目を 

設定し中長期的に多様な水田農業の確立を進める。 

なお、県全体としては、水稲においては加工用米・輸出用米、水稲以外では麦・ 

大豆の生産拡大を推進する。 

 

（２）収益性・付加価値の向上 

高収益作物については「水田農業高収益化推進計画」にもとづき、地域農業再生 
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協議会ごとに高収益作物の導入を促進するとともに、麦・大豆については団地化・ 

湿害対策により収量を確保し、収益性向上を推進する。 

 

（３）新たな市場・需要の開拓 

加工用米については高価格帯需要である酒用需要等は大幅に減少している。この 

ため米菓・味噌・醤油等低価格帯需要を中心に取り組みを推進する。 

新市場開拓米については、「新市場開拓に向けた水田リノベーション事業」を活用 

し、需要者と一体となり令和３年度の２倍以上の面積に取り組む。 

 

（４）生産・流通コストの低減 

県および一部市町村と連携し、低コスト生産の実現に向け、生産コスト調査を実 

施し、低コスト生産技術の実証、普及への道筋を検討する。 

 

３畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標 

 

（１）地域の農地の在り方 

「人・農地プラン」の実質化の取り組みと連動させ、地域における農地集積、担 

い手確保・の取り組みを加速させる。 

 

（２）地域における水田の利用状況の把握と対応方針 

地域の水田の利用状況実態を改めて把握し、ブロックローテション体系のあり方 

等も含め、今後の対応を検討する。 

 

４作物ごとの取組方針等 

 

（１）主食用米 

福島県水田農業産地づくり対策等推進会議において令和４年産米の県全体主食用 

米「生産数量（面積）の目安」を５２，６００ｈａと設定し、地域農業再生協議会 

や方針作成者等と連携し実現へ向け推進する。 

主力品種であるコシヒカリへの偏重を改め、本県オリジナル品種「天のつぶ」及 

び「里山のつぶ」の作付拡大を推進することで安定した収量確保に結びつけ、実需 

者と連携した中・外食向けを中心とした事前契約の促進を図る。 

 

（２）備蓄米 

「天のつぶ」などで多収技術を導入しつつ、県別優先枠２７，０５０トンを有効 

活用し、積極的な推進と応札対応を行う。 

 

（３）非主食用米 

ア 飼料用米 

飼料用米は、輸入トウモロコシの代替原料としての需要が多いことから、主食 

用米からの転換の主要作物として作付面積の拡大及び本作化を推進する。 

また、収益力の向上を目指す必要があることから、低コスト技術の導入及び団 

地化の取組に対して支援を行う。 



 

イ 米粉用米 

近年、県内での作付は大きく減少しているが、ノングルテン食材としての固定 

的需要があることから、実需者との結びつきを深めながら、安定生産を推進する。 

 

ウ 新市場開拓用米 

海外需要に積極的に対応していくため、「新市場開拓に向けた水田リノベーショ 

ン事業」等を活用し生産拡大を積極的に推進する。また、生産者手取り価格が低 

いことから、１０ａ当たり収入の安定確保を目指し、単収向上を目指した取り組 

みを産地交付金を活用し支援する。 

 

エ ＷＣＳ用稲 

ＷＣＳ用稲については、地域での耕種農家と畜産農家とのマッチングを進めな 

がら、安定生産を推進する。 

 

オ 加工用米 

複数年契約に対する産地交付金による支援と併せて多収・低コストを推進する 

ことで、潜在的な需要の多い低価格帯（米菓、味噌醤油醸造等）への対応につい 

ても検討を進める。 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

麦・大豆は、現在の生産面積が震災前の５～７割程度に縮小していることから、１

年２作、２年３作体系や水稲とのローテーションの推進により、震災前の主力産地で

あった浜通りを中心に生産拡大を図る。 

また、高品質・安定多収のための生産技術の取り組みに対する産地交付金の支援と

あわせて、需要のある広域流通銘柄への転換を促進することで、実需者ニーズに対応

できる産地生産体制の拡大を目指す。 

飼料作物、特に飼料用トウモロコシについては、飼料自給率向上に寄与する重要な

作物であることから、生産性の向上に対する支援を行う。 

 

（５）そば、なたね 

そばについては、産地交付金を活用した生産面積の拡大と、排水対策の徹底による

収量の安定と品質の向上を推進する。 

なたねについては、相双地方の営農再開が本格的に進んでいない地域において、水

稲作付の先駆けとなる位置付けとしての作付が進んでいる一方、地域振興のための油

料作物として遊休農地の解消にも寄与しており、生産拡大とともに収量向上と安定化

を図る。 

 

（６）地力増進作物 

地力増進作物については、主食用米から麦、大豆、そば、園芸作物への転換が途上 

にある当県において、円滑に転換できるように計画的な土作りを進める必要がある 

そのため地域農業再生協議会で設定した地力増進作物のすき込み等による土壌改良・

土づくりを推進するための支援を産地交付金で実施する。 

 

（７）高収益作物 

高収益作物については、基盤整備実施地区における園芸作物の導入や、地域条件に



応じて畑作の２年３作体系へ組み込むことによる土地利用型園芸作物の導入を推進

し、面積の拡大を目指す。また、水田農業高収益化推進助成による支援を活用し、高

収益作物の本作化、定着化を図るための推進体制を整える。 

具体的には、全県的にきゅうり、トマト、さやいんげんなどの収益性の高い品目に

ついて、施設化や省力化技術の導入、共同選果の活用を進めながら作付推進を図る。

浜通りを中心にブロッコリー、たまねぎ、ねぎ等の土地利用型園芸作目の拡大を進め

る。 

 

５作物ごとの作付予定面積等 

別紙のとおり 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

54,700 0 52,600 0 52,600 0

5,335 0 5,300 0 5,542 0

10,038 0 11,250 0 11,250 0

7 0 14.5 0 20 0

38 0 100 0 140 0

1,031 0 1,100 0 1,036 0

397 0 1,000 0 1,100 0

273 313 600

711 811 1,000

1,692 1,822 2,000

・子実用とうもろこし 6 16 52

1,794 1,974 2,000

51 56 170

0 90 180
(地域協積み

上げ）
(地域協積み

上げ）
(地域協積み

上げ）
(地域協積み

上げ）
(地域協積み

上げ）
(地域協積み

上げ）

・野菜

・花き・花木

・果樹

・その他の高収益作物
(地域協積み

上げ）
(地域協積み

上げ）
(地域協積み

上げ）
(地域協積み

上げ）
(地域協積み

上げ）
(地域協積み

上げ）

・酒造好適用米

87 0 (地域協積み
上げ） 0 (地域協積み

上げ） 0

高収益作物

その他

畑地化

そば

作物等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

麦

大豆

飼料作物

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和５年度の

作付目標面積等

なたね

地力増進作物



６　課題解決に向けた取組及び目標
令和３年度 令和５年度

前年度（実績） 目標値
飼料用米大規模取組面

積
4,990ha 7,875ha

10a当たりの生産費 98,169円/10a 74,179円/10a

加工用米の作付面積 397ha 1,100ha

複数年契約の取組面積 278ha（推定） 850ha

新市場開拓用米の取組
面積

28ha（推定） 156ha

10a当たりの収量 579㎏/10a 660㎏/10a

飼料用トウモロコシの
取組面積

111ha（推定） 153ha

10a当たりの単収 4,113kg/10a 4,910㎏/10a

取組面積 204ha（推定） 800ha

10a当たりの収量 220kg/10a 350㎏/10a

取組面積 533ha（推定） 1,950ha

 10a当たりの収量 （確認中） 180㎏/10a

 地力増進作物の取組面
積

0ha 180ha

複数年契約取組面積・
数量

9,005ha・49,618t 5,840ha・32,178t

作付面積・数量 10,038ha・55,309t 7,300ha・40,223t

複数年契約取組面積・
数量

5.1ha・28t 20ha・110t

作付面積・数量 7.5ha・41t 20ha・110t

そば
（基幹作物）

そば取組面積 1,717ha 2,000ha

なたね
（基幹作物）

なたね取組面積 35ha 170ha

取組面積 4.1ha 156ha

複数年契約取組面積 0ha 156ha

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

加工用米
（基幹作物）

新市場開拓用米
（基幹作物）

飼料用米
（基幹作物）

米粉用米
（基幹作物）

【県枠】加工用米複数
年契約助成

【県枠】新市場開拓用
米取組拡大助成

【県枠】飼料用トウモ
ロコシ助成

大豆
（基幹作物）

10
【県枠】新市場開拓用
米助成に係る複数年契

約助成

【県枠】地力増進作物
助成

新市場開拓用米
（基幹作物）

新市場開拓用米
（基幹作物）

8

9

【県枠】飼料用米及び
米粉用米に係る複数年

契約助成
7

【県枠】そば・なたね
助成

【県枠】新市場開拓用
米助成

目標

1

整理
番号

対象作物

6

2

3

4
飼料用ﾄｳﾓﾛｺｼ(青刈り(ｻｲﾚｰ

ｼﾞ)及び子実用)
(基幹作物)

麦
（基幹作物）

地力増進作物
(基幹作物)

【県枠】飼料用米大規
模取組加算

飼料用米
(一般品種・多収品種)

(基幹作物)

使途名

【県枠】麦･大豆生産拡
大助成

5



７　産地交付金の活用方法の概要

福島県

1 飼料用米大規模取組加算 1 2,500 飼料用米 団地化、作付面積に応じて支援

2 加工用米複数年契約助成 1 14,000 加工用米 品質向上並び低コスト生産の取組

3 新市場開拓用米取組拡大助成 1 14,000 新市場開拓用米 低コスト生産の取組

4 飼料用トウモロコシ助成 1 4,000 飼料用トウモロコシ 低コスト生産の取組

5 麦・大豆生産拡大助成 1 5,000 麦・大豆 低コスト生産の取組

6 地力増進作物助成 1 1,000 地力増進作物 肥培管理及びすき込み

7
飼料用米及び米粉用米に係る

複数年契約助成
1 6,000 飼料用米・米粉用米 複数年契約及び作付面積に応じて支援

8 そば・なたね助成 1 20,000 そば・なたね 作付面積に応じて支援

9 新市場開拓用米助成 1 20,000 新市場開拓用米 作付面積に応じて支援

10 新市場開拓用米複数年契約助成 1 10,000 新市場開拓用米 複数年契約及び作付面積に応じて支援

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくだ
さい。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。
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